
2026年5月13日

2026-28年度

中期経営計画
中長期ビジョン実現に向けた

企業価値創造の道すじ



新中期経営計画では、前中期経営計画からの継続施策を早期に結実することに
注力するとともに、中長期ビジョンの達成に向け新たな事業を始動させることで、

成長のための基盤をより強固で確かなものにしていきます。

本日、お伝えしたいこと

引き続き、株主・投資家の皆様との対話を重視し、
当社の現状と成長性を随時お伝えし、皆様とともに企業価値の向上に努めてまいります。

事業別ROICを導入し、事業別に設定したハードルレートを上回る収益性の実現を目指し、
事業ごとに収益性、効率性指標をKPIとして設定することで社内での浸透を図ります。

株主還元については、引き続き３カ年平均で総還元性向50%以上を目標とするとともに、
配当の下限を120円に設定しました。

より配当への意識を高め、機動的な自社株買いと組み合わせ還元を実施していきます。
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配当の下限を設定し

株主還元を推進

総還元性向 3カ年平均

50%以上

一目でわかる住友大阪セメント
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セメント事業
セメント製造・販売等

55億円

30億円

1,588億円

175億円
15億円

230億円

14億円

36億円
その他

鉱産品事業
工業用石灰石等

建材事業
コンクリート
構造物向け

補修・補強材料等

高機能品事業
半導体製造装置用部品等

（静電チャック等）

24億円

26.3期事業別構成比
売上高（外円）・営業利益（内円）

208億円

26.3期営業利益

136億円
26.3期売上高

2,237億円
セメント価格の

適正化は進み

過去3年間で約50%上昇

セメント需要は

20年で約半減。

一方、今後は老朽化した

インフラ更新等で

一定需要を予想

当社は国内セメント

販売数量 第3位

安定した顧客基盤

コア技術を活かし

セメント以外の事業も

収益基盤に成長

半導体製造装置向け

静電チャックは

業界の主要サプライヤー

中期経営計画では

営業利益 ほぼ倍増

29.3期 ROE 9%以上

を計画

事業ポートフォリオ

変革推進

中期経営計画で

ROIC＞資本コスト

6%実現

当社について



中期で収益性を回復、長期で成長を実現します
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セメント
国内需要

6

25年度

アップ
デート
必要

4/14VC対応中

50%

セメント以外
売上高比率

22% 37%29%

2,237
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売上高 営業利益

FY2028

270

400（左軸：億円） （右軸：億円）

236

▲86

FY2000 FY2025 FY2028 目指す姿

3,053万t
（2025年度）

7,144万t
（2000年度）

4,161万t
（2010年度）

3,867万t
（2020年度）

136

石炭価格の高騰
により営業赤字

FY2035

目指す姿



脱炭素

セメント製造プロセスで培った技術が成長の源泉

7社会課題の変化と技術の深化

技
術
の
派
生
・
新
技
術
の
創
出

創業以来、独創技術を着実に培いながら、技術の応用等により事業領域を拡大し、関連する社会課題を解決しています。

オプト
エレクトロニクス技術

情報通信分野 データセンタ拡大光通信網

LN変調器設計
LNプロセス開発

無機ナノ粒子技術

半導体分野 AI・データサイエンス拡大データ蓄積・容量増大

ライフサイエンス分野 防汚・抗菌健康・美容

焼結

粒子合成 分散

関連技術集積

新技術創出

環境分野 循環型社会構築省エネルギー

廃棄物・副産物
リサイクル

カーボンニュートラル
イノベーション

国土強靭化建設分野 防災・減災インフラ長寿命化

セメント/
無機材料技術

資源探査
採鉱

高度成長・インフラ発展

コンクリート
リハビリ

テーション

コンクリート
関連材料・固化材

開発

生産プロセス
エンジニア

リング

応用



SOC Vision2035
「ありたい姿」に向けて
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理念体系図全体像
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企業理念

経営目標

経営戦略

経営ビジョン

私たちは、地球環境に配慮し、

たゆまない技術開発と多様な事業活動を通じて、

豊かな社会の維持・発展に貢献する企業グループを目指します。

存在感のある会社SOC Vision2035

⚫ 徹底した差別化・独自スタイルによるチャレンジャーとしての存在感

⚫ 時代の要請に応えられる環境解決企業

⚫ 脱石炭への挑戦

売上高:4,000億円

営業利益:400億円以上

ROE:10%以上 ROIC:6.5％以上

営業利益:270億円

 (ROE:9%以上 ROIC:6％以上)

2035年度目標 2028年度目標

「既存事業の収益安定」をベースとした、

「成長分野の拡大」と 「新規事業の始動」

2026－28年度 中期経営計画戦略骨子

事業ポートフォリオ
変革推進 ＝



存在感のある会社

2035年のありたい姿

売上高

営業利益

ROE

ROIC

※SOCの環境解決企業とは …

2035年目標数値

4,000 億円

400 億円以上

10% 以上

6.5% 以上

事業ポートフォリオ変革

セメント事業

セメント事業以外

50%
50%

10

目指す姿

1 徹底した差別化・独自スタイルによるチャレンジャーとしての存在感

2 時代の要請に応えられる環境解決企業※

3 脱石炭への挑戦

循環型社会・脱炭素社会実現に向けて、環境課題に対する解決策

（製品、ソリューション）を提供する企業



前中期経営計画の振り返り
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前中計の振り返り① 業績：収益性は回復したが目標には及ばず

売上高 2,047 2,650 2,237

営業利益
【営業利益率】

▲85
【▲4.2%】

214
【8.1%】

136
【6.1%】

ROE ▲3.0% 8.0%以上 5.8%

ROIC 5.0%以上 3.3%

セメント国内需要 3,728万t 3,800万t 3,053万t

石炭CIF（$/t） 280程度 250 135

石油（$/bbl） 96 90 72

為替（円/$） 135 130 150

⚫ 当初よりもセメント国内需要は低迷

⚫ 人手不足、インフレの加速、諸資材の高騰

12

単位：億円 23.3期 26.3期計画 26.3期実績

市場・外部環境

26.3期 目標・実績乖離要因

⚫ 当初計画以上のセメント国内需要の低迷と諸資材の高騰に
よるセメント事業の利益伸び悩み

⚫ 半導体製造装置用部品（静電チャック等）販売回復遅れ

主な成果

⚫ セメント価格の段階的な値上げ
（ただし値上げ効果の一部は26.3期以降に発現）

⚫ 秋芳2バース化工事の完了

⚫ 静電チャックの生産能力増強に目途

⚫ 栃木 人工石灰石パイロットスケール製造試験設備の竣工

新中計に引き継ぐ課題

⚫ 国内セメント事業最適体制の構築

⚫ LN変調器事業の黒字化

⚫ 半導体製造装置用部品（静電チャック等）の成長加速

外部環境の当初見通しとの乖離



前中計の振り返り② キャピタルアロケーション：
営業CF減だが必要な投資は実行・株主還元は増加

営業CF

1,110 

営業CF

1,031

資産売却等

200 資産売却等

269

計画 実績

設備投資

海外投資

1,080 

設備投資

海外投資

927

株主還元

180 
株主還元

220

その他50 

その他153

計画 実績

⚫ 政策保有株式の
売却金額の増加が寄与

13

⚫ セメント事業の
収益性悪化

⚫ 半導体製造装置用部品
（静電チャック等）の
販売回復遅れにより、
営業CFは当初計画を下回る

⚫ 配当は一定ながら、自己
株式取得により3カ年平均
総還元性向62%

⚫ 投資時期の一部見直しはある
ものの、カーボンニュートラル
投資、維持更新投資は概ね計画
通りに実行

⚫ 静電チャック用新製造棟の建設

⚫ 有利子負債の減少 他

キャッシュイン キャッシュアウト

前中計キャピタルアロケーション（億円）
（24.3期～26.3期）



新中期経営計画
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経営目標：資本コストを上回るROIC水準を実現へ

15

セメント国内需要 3,053万t 3,000万t

石炭CIF（$/t） 135 150

石油（$/bbl） 72 60

為替（円/$） 150 150

2028年度（2029年3月期） 中期経営目標

足元のWACC※を上回るROIC の実現と、営業利益270億円達成を目指す

2025年度実績 2026～28年度計画

売上高

2,555億円 270億円
(営業利益率10.5%)

9%以上 6%以上 50%以上

営業利益 ROE ROIC 総還元性向(3カ年平均)

※足元のWACCは5％程度と想定
（株主資本コストはCAPM法を参考に設定）

下限配当

120円/株

2025年度比

+2.7pts

2025年度比

+3.2pts

2025年度比

+134億円

2025年度比

+318億円



営業利益の道すじ：既存事業の収益安定×成長分野の拡大

既存事業の収益安定・成長分野の拡大
前中計および継続投資・施策の定着化・軌道化により、

その成果を早期に結実

新規事業の始動
SOC Vision2035実現に向けた新たな施策を始動する×

16

既存事業の収益安定
×

成長分野の拡大

新規事業の始動

Mid-Term Measure

Long-Term Measure

定着化 軌道化＆

高機能品他

セメント

+69

+65

+130

270

136

400

▲85 投資
カーボンニュートラル投資 約1,000億円 (エネルギー代替拡大、CO₂回収等)
成長投資／基盤整備 約2,100億円 (新規事業・高機能品事業拡大、海外投資等)
維持更新 約2,400億円 (各工場の設備強化他)

950億円規模投資 1,000億円規模投資 3,500億円規模投資FY2022 FY2025 FY2028 FY2035

値上げ
石炭価格低下

営業利益（億円）



全社戦略（ROE向上の道すじ）
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事業ポートフォリオ変革
による利益成長

28年度目標

1 ②

⚫ セメント事業を中心とした
既存事業の収益安定化

⚫ 成長分野の拡大
（高機能品事業の利益成長）

⚫ 新規事業の始動

資本効率の向上
適切な財務・資本政策2

⚫ 適切な財務戦略・配当政策、
政策保有株式の縮減

⚫ 事業別ROIC・WACCによる
事業ポートフォリオ管理

無形資産の成長3

⚫ ESG経営の深化

⚫ 技術を活かした新規事業の確立

⚫ 人的資本投資、DX投資の強化

ROE向上

6%以上270億円

28年度目標

400億円以上

35年度目標

営業利益

35年度目標

ROIC

6.5%以上

2035年度目標

10%以上

2028年度目標

9%以上

2025年度実績

5.8%



新中計キャピタルアロケーション
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営業CF
1,014

資産売却
130

資金調達等
125

⚫ 利益成長による
CF創出力の拡大

⚫ 原材料/在庫圧縮による
CF創出

⚫ 政策保有株式の縮減
29.3期末 10%未満へ

株主還元
210

⚫ 総還元性向３カ年平均50%
以上を目標とした株主還元

⚫ 財務の安定性
(DEレシオ0.5～0.7倍)
を考慮した資金調達

投資CF
1,059

キャッシュイン キャッシュアウト

⚫ カーボンニュートラル対応に
向けた設備投資

⚫ セメント事業 強化のための投資
⚫ 海外事業、高機能品事業

成長に向けた投資

成長領域への
創出CF配分

成長投資による
CF創出力拡大

新中計キャピタルアロケーション（億円）
（27.3期～29.3期）

成長投資と株主還元を意識した資金配分を実行し、将来のキャッシュフロー創出力を強化



133 120

150 

100 

283 

220
228 

20-22中計 23-25中計 26-28中計

配当（億円） 自己株式取得（億円） 合計

以上

株主還元方針

19

総還元性向
3カ年平均

180% 

総還元性向
3カ年平均

62%

総還元性向
3カ年平均

50%以上

⚫ 自己株式の取得は、
株価水準などを総合的に
勘案しながら機動的に実施

⚫ 1株当たり配当120円を下限
とした配当を実施

総還元性向 3カ年平均50％以上を維持しつつ、下限配当120円を基準として導入。

20-22中計 実績 23-25中計 実績 26-28中計 計画
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資本構成の最適化に向けた財務戦略

総資産 3,211 3,563 3,620 3,807

（うち有形固定資産） 1,664 1,766 1,944 2,141

（うち投資有価証券） 541 478 437 422

（うち政策保有株） 489 416 ※ 337 ※ 207

負債 1,224 1,720 1,640 1,681

（うち有利子負債） 526 997 864 974

純資産 1,987 1,846 1,979 2,125

ROE 5.9% ー 5.8% 9%以上

DEレシオ 0.26 0.54 0.44 0.46

※ 政策保有株式＝単体投資有価証券額
但し、海外事業投資は除く

20/3期 23/3期 26/3期 29/3期中計

在庫圧縮など総資産のスリム化を実施し、運転資本の適正化を目指します。
また、財務健全性を確保する範囲内で有利子負債を活用していきます。
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(23年度)
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(25年度)

29/3

(28年度)

政策保有株式※1の状況

21

本中計最終年度である29年3月末までに政策保有株式／純資産比10%未満を目指します。
（従来目標:27年3月末)

（％）

（億円）

※1 政策保有株式＝単体投資有価証券額
但し、海外事業投資は除く

※2 株価上昇影響を除いた数値は、22年3月末時点の株価および純資産額に基づき計算

政策保有株式 B/S計上額

政策保有株式 /純資産

政策保有株式 B/S計上額（22年3月末株価基準）

政策保有株式 /純資産（22年3月末株価基準）●●

26年3月末

政策保有株式／純資産比：17.0％

但し、従来目標設定（22年3月）時点からの
株価上昇影響※2を除くと11.4％



事業ポートフォリオマネジメントの強化へ
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セグメント別
ハードルレート

26.3期ROIC実績と29.3期ROIC目標
ROIC向上に向けた中期的方向性 

セメント 6%
値上げ効果のフル寄与、コスト削減施策の効果発現に
より収益向上するとともに、投下資本効率改善で次期
中計でのROIC＞ハードルレート実現を目指す。

鉱産品 8%

各事業戦略を着実に遂行し収益向上により、更に
ハードルレートを上回るROICの拡大を目指す。

建材 8%

高機能品 10%

その他 6%
不動産事業については投下資本を抑えた事業モデルへ
転換していく。

全社 6.5%
引き続き政策保有株の縮減等、投下資本の圧縮を
推進する。

0％
全社ハードルレート

6.5％ 10％

事業別ROIC、将来のWACCを意識したハードルレート管理を導入し、資本収益性も考慮した
事業ポートフォリオマネジメントを強化します。

約5% 約6%

約14%約7%

約4%約2%

3.3% 6%

約8%約7%

約11%約7%



設備投資計画

23

維持更新およびカーボンニュートラル(CN)対応投資(約700億円)は、償却費(約750億円)の範囲内で実施。
成長投資は案件ごとにセグメント別ハードルレートを適用し採算性を精査の上、実施を決定していきます。

償却費

679億円 維持更新

513億円

(54%)

セメント

207億円(22%)

鉱産品・建材 61億円(6%)

高機能品

137億円(14%)

新規・海外事業 31億円(3%)

949億円

23~25実績

償却費

約750億円
維持更新

55%

セメント

26%

鉱産品・建材 4%

高機能品 5%

新規・海外事業

11%

1,000～1,100億円

26~28中期計画

⚫ 海外セメント工場投資・拠点周辺事業
拡大

⚫ 半導体製造装置用部品ラインナップ
拡大

⚫ 次世代静電チャック開発

⚫ カーボンビジネス

• 人工石灰石適用製品拡大

• CO₂固定化システム販売

⚫ 代替エネルギー増量のための設備投資

⚫ 各工場設備強化

⚫ 混合セメント、固化材製造/販売強化

成長

カーボンニュートラル対応

基盤整備

⚫ フィリピン事業投資

⚫ 静電チャック用新製造棟

⚫ 秋芳2バース化工事

(内、CN対応投資 12%)



セメント事業の方向性～安定したキャッシュ創出

24

市場環境

◼ 建設投資額は横ばいから微増

◼ 低炭素セメント、固化材ニーズの高まり

◼ 国内最大級のリサイクラーとしてセメント産業へ

底堅いニーズ

◼ 事業基盤維持のための投資継続

◼ 事業領域拡大のための川下戦略・
海外戦略を強化（アライアンス強化）

◼ 災害に強いセメント工場づくり（BCP強化）

◼ 首都圏の供給拠点の競争力強化

事業計画

◼ 過去投資分の刈り取り
（安定操業に加えリサイクル投資効果の発現最大化）

◼ 国内セメント・固化材の数量確保

◼ 基盤事業として、適切な資本
コストを維持し、安定した
リターンを創出

競争優位性

◼ 工場SSの立地バランス

◼ 顧客に密着した強固な営業基盤

◼ セメントリサイクル技術の優位性

◼ グループ海運会社および各輸送会社と連携した輸送力

◼ コストアップを勘案した適切な価格
政策及び混合セメント・特殊セメント
の継続的値上げ

◼ 低炭素セメント・固化材ニーズ
の取り込み

投資計画 リターン

ハードルレート：6％



半導体製造装置向け電子材料事業の方向性
～戦略的にリスクを受容し成長を加速

25

市場環境 事業計画

競争優位性

投資計画 リターン

AI活用の急拡大とデータセンタ建設による

◼ 半導体メモリ需要の増加

◼ スーパーサイクルの到来

◼ 半導体設備投資の加速

◼ 次世代型静電チャックの
製造販売に向けた研究開発投資および
新製造技術の確立

◼ 静電チャック製造工程での自動化/DXにより
生産性向上と更なる高品質要求に対応

◼ 増産投資効果発現で足元の市場成長に伴う顧客需要を確実に
取り込む

◼ 中長期戦略のもと、製品ラインナップ拡大を目指した開発・投資

◼ 大きな成長が見込めるが、市場変動
も大きいため、高い資本コストを設
定し、資本コストに見合うリターン
獲得を目指す

◼ 事業領域を絞りこんだ集中分野で
ポジショニングを獲得

◼ 長年培ってきた顧客との信頼性

◼ 材料開発を基盤とした独自の技術・知財

◼ 成長分野（静電チャックをはじめとし
た半導体周辺機器）にリソース投入。
研究、製造、マーケティング、営業の
連携強化

ハードルレート：10％



1,601 1,564 1,588 1,620

▲ 18 9 55

120

165

事業ロードマップ① セメント事業

26

体制変革＝環境解決工場・多機能営業・最適輸送で高収益事業へ転換

⚫ セメント製品価格、リサイクル処分
費改定。

⚫ エネルギー代替率の業界内
首位堅持。

⚫ 輸出拠点として、豪州のセメント
ターミナル会社への出資に加え、
新たにフィリピンのセメントター
ミナル会社への出資を実施。

⚫ セメント事業本部体制を立ち上げ、生産、販売、輸送も含めた
全体最適化の推進とともに、適正価格の実現およびリサイクル
投資効果発現に注力。

⚫ 製品および製造におけるCO₂削減を図り、カーボンニュートラル
施策を進める。

⚫ 海外事業拠点を更に強化するとともに、パートナー企業とともに
周辺領域での事業拡大を図る。

⚫ 新規リサイクル事業創出およびアライアンス強化による川下での
事業領域を強化する。

⚫ リサイクル事業を更に強化する
とともに、輸出も含めた低炭素
セメント対応等を拡充。

⚫ 更なるアライアンスも含め、
国内外で確固たる事業基盤を
整備する。

内ヶ谷ダム（岐阜県郡上市）

営業利益 売上高 (億円)

事
業
領
域
拡
大

～2025 2026～28中計 2029～

マ

ジ
ン
改
善

ー

23 3528 ……2524

⚫ 販売・生産数量           （▲9）

⚫ 値上効果(前中計分の一部)      （＋46）

⚫ 製造コスト削減策を
はじめとする各施策の
効果発現   （＋63）

⚫ コストアップ 他            （▲35）

※‘25→’28営業利益増減内訳(+65)

＋45
＋65※



146

174 175 

190

～2025 2026～28中計 2029～

31 32 30
36 40

営業利益 売上高 (億円)

事業ロードマップ② 鉱産品事業

27

石灰石資源の高付加価値化へ

販
売
増

資
源
確
保

秋芳鉱山出荷設備(山口県長門市）秋芳鉱山出荷バース（山口県長門市）

資
源
確
保

安
定
供
給

⚫ 各鉱山での資源確保の推進。
⚫ 協調採掘の推進、新鉱区の探査及び用地確保等、各鉱山での

資源確保の推進。

⚫ 新鉱区開発へ向けた準備。

⚫ 長期開発計画に沿い、
自社リソースを最大化する。

⚫ 外部アライアンスも活用し、   
安定供給体制の下で顧客の
ニーズに合った販売を強化する。

⚫ 秋芳鉱山出荷2バース運用開始により、既存顧客への安定供給
を確保するとともに海外新規顧客の需要取り込み。

⚫ 石灰石製品、骨材の適正価格に向けた取り組み継続。

⚫ 工業向け高品位石灰石安定供給および骨材(砕砂)事業の強化。

⚫ 秋芳鉱山出荷設備更新工事完了
により安定出荷体制構築。

23 3528 ……2524

＋4
＋6※

※‘25→’28営業利益増減内訳(+6)

⚫ 値上効果      （＋5）

⚫ 秋芳2バース化効果等        （＋3）

⚫ コストアップ他         （▲2）



15 18 15

25
30

217
236 230 

300

営業利益 売上高 (億円)

事業ロードマップ③ 建材事業

28

充実した環境配慮製品群・省力化・省人化を実現できる製品・工法による環境負荷低減

橋梁床板補修

技
術
開
発

・
事
業
拡
大

～2025 2026～28中計 2029～

基
盤
整
備

⚫ 塩害対策など基盤技術の工法を確立。

⚫ 注力分野において継続的な受注を獲得。

⚫ 新規コンクリート二次製品(合成BOX)の
市場投入

⚫ 現行商品について、顧客ニーズに応じた用途拡大を図る。

⚫ 道路、上下水道、鉄道大規模改修等のニーズに対して、
材工両面での受注を獲得。

⚫ 製造設備整備とともに人手不足に対応する工法開発推進。

⚫ ジオポリマー技術や、人工石灰石の適用製品等、低炭素製品技
術確立し、製造販売体制の構築。

⚫ コンクリート構造物の脱炭素、
耐腐食に対応。

⚫  防衛防災分野での事業強化。

⚫ ICT技術活用による省力化。

⚫ 低炭素製品を中心に当社製品   
ラインナップのブランド構築。

＋5

＋10※

23 3528 ……2524

※‘25→’28営業利益増減内訳(+10)

⚫ 値上効果    （＋4）

⚫ 補修材料の拡販等    （＋11)

⚫ コストアップ 他   （▲5）



207 182 208 

400 

22 19
24

70

150

営業利益 売上高 (億円)

事業ロードマップ④ 高機能品事業

29

非セメント事業の売上50％を担う中核事業体、独自技術による超スマート社会の実現

事
業
再
構
築

～2025 2026～28中計 2029～

成
長
・
新
商
品

⚫ 電子材料事業の能力拡大投資を推進。

⚫ 光電子機器事業の生産体制の強化。

⚫ LN変調器事業の体制スリム化と
ともに、次世代製品の上市準備。

⚫ 静電チャックの既存製品の増販、同じく半導体製造装置向け製品
であるミニヒーターの拡販および新製品の研究開発に注力。

⚫ 光電子機器事業の製造受託拡大。

⚫ LN変調器事業において、次世代製品(CDM)販売開始、
超高速光変調部品(サブアセンブリ)販売準備。

⚫ 化粧品材料事業の収益改善・塗料事業の生産体制再編。

⚫ 半導体製造装置向け製品分野に
おいて、新製品も含めて更なる
事業拡大を推進する。

⚫ LN変調器、超高速光変調部品の
拡販。

⚫ ナノ材料事業の拡充。
(カーボンニュートラル貢献製品
の開発と販売)

＋80

＋46※

23 3528 ……2524

※‘25→’28営業利益増減内訳(+46)

⚫ 静電チャック増販等  （＋46）

⚫ 化粧品材料増販等 （＋4）

⚫ 光関連製品増販等 （＋4）

⚫ コストアップ他    （▲8）

電子材料新製造棟（千葉県市川市）



高機能品事業の主力製品である静電チャックは、
半導体製造装置の重要部材です

30

前工程 後工程

平坦化

エッチング装置

研磨エッチング露光・現像薄膜形成

装置内部

プラズマ

ウエハ

冷却水

静電チャック セラミックス

静電チャックとは

⚫ 静電気の力でウエハを固定する
半導体製造用装置部品

静電チャックへの要求事項

⚫ 耐プラズマ性

⚫ 高吸着力

⚫ 均熱性



静電チャック市場動向

31

静電チャック市場は「高成長」＋「安定成長」

生成AIを背景に
メモリ半導体製造用

シリコンウエハは高成長

シリコンウエハを
エッチングする装置は拡大
静電チャックの需要も増加

18 19 
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出所：Tech Insight（2026/4）
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エッチング装置（億ドル）シリコンウエハ枚数（百万枚）

年平均成長率

約6％

年平均成長率

約8％

出所：Tech Insight（2026/4）



セメント事業で培った無機材料技術の知見
ナノ粒子の合成、粉体制御・焼成・

結晶構造の最適化などのノウハウを蓄積

静電チャックで高いシェアを獲得する要因

表面加工技術

均一な粒子を実現する

無機・ナノ粒子合成技術

早期参入と顧客との開発
当社は早期に静電チャック市場に参入

半導体製造装置メーカーとの開発を通じて、
技術を磨いてきた

高温度・高電圧に耐えられる

高耐久性セラミックス
焼結技術

技術優位性を活かした事業展開

32

02

無機材料の知見を半導体製造装置部品に応用
半導体製造装置部品では微細加工や
高耐電圧に対応するため材料が重要

01
当社の3つの技術優位性当社の3つの技術優位性



無機・ナノ粒子合成技術が静電チャックの競争力の源泉

33

静電チャックに
求められる特性

均熱性能 高耐久性能 吸着性能

当社の対応力 当社の特徴（対応力の背景）

⚫ シリコンウエハの温度均一性

（微細化が進むエッチング工程における生産性に貢献）

高耐久性

⚫ 高い耐プラズマ性・耐摩耗性

⚫ 長寿命

⚫ 無機・ナノ粒子合成技術、セラミックス焼結
技術を活用した自社開発の高純度SiC微粒子
とアルミナの複合材料

⚫ 市場動向や顧客要求に対応可能な技術開発力

均熱性

材料開発を起点とした独自の基盤技術とそれを担保する知的財産



新規事業 カーボンビジネス戦略

34

栃木 人工石灰石
製造試験設備 運用

社会実装

◼ 試験販売開始

⚫ 建設GX分野：人工石灰石利用製品群

⚫ 非建設GX分野：各種製品の原料(充填材)

研究開発・
要素技術開発

⚫ カーボンビジネス（CO₂資源化等）

⚫ 未利用資源有効活用（工場ガスNox資源化等）

⚫ Ca含有廃棄物処理
収入拡大

⚫ 関連製品の上市

⚫ 製造システムの
国内外への販売拡大

®

カーボンビジネス：人工石灰石(NEDO事業を通じ)技術確立・人工石灰石ビジネスモデルの開発

2026ー28年度 製法確立・最適化 2030年度以降

新規事業の始動

カーボンリサイクル
セメント(CRC)

樹脂製品

人工石灰石単品

紙製品 ゴム製品

PCa製品等

人工石灰石製造試験設備
スケールアップ

◼ 栃木 人工石灰石
パイロット
スケール
製造試験設備

◼ 海外展開企業とのタイアップ
(グローバルサウス採択事業)

藻場礁等の
ブルーカーボン製品



経営基盤強化

35

グループの持続的な成長を支えるための経営基盤強化

人財戦略 ⚫ 新人事制度の導入と定着、人財基本方針の浸透、人財確保と育成

研究開発戦略 ⚫ 高機能品事業分野、脱炭素分野の新規事業創出のための研究開発強化

知財戦略 ⚫ 知財情報解析の経営戦略への活用(IPランドスケープ推進)

DX戦略

E 環境

S 社会

G ガバナンス

⚫ 2050年カーボンニュートラルへ向けた取組(SOCN2050の推進)

⚫ 地球環境への配慮(大気・水・土壌汚染防止)、廃棄物削減、生物多様性の保全

⚫ 安全衛生の徹底、人権尊重の推進、地域社会との共生

⚫ 社内風土改革

⚫ データとデジタル技術の活用による業務の高度化・効率化

⚫ 情報セキュリティ対策

⚫ コンプライアンス・リスクマネジメント体制の強化

⚫ 取締役会の実効性評価向上、役員報酬制度の見直し



PBR関連指標の状況

36

0
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3,000

4,000

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 29/3

自己資本 時価総額 PBR
（億円） PBR(倍)

PBR（株価純資産倍率） ROE・PER（株価収益率）

11.6 13.1 21.9 11.4 11.6 12.8 -22.4
8.6 13.3 10.9

8.8%

7.4%

4.0%

5.6% 5.9%
4.8%

-3.0%

8.1%

4.7%
5.8%

９％以上

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/4 25/3 26/3 29/3

PER ROE

…

…

PBRは、セメント需要・エネルギー価格の動向、GHG多排出産業としての移行リスクなどから、
長期にわたり１倍割れが続いています。

その向上のためには、収益性・成長性・資本効率の改善につながる事業戦略および
資本市場の理解促進・認識ギャップの解消につながる情報開示・対話強化が不可欠であると認識しています。



PBR1倍超の早期実現に向けた取り組み

37

具体的な取り組みに落し込むことで社員の意識改革を図り、早期のPBR1倍超を実現します。

⚫ 静電チャックの利益成長期待上昇・技術優位性の
見える化

⚫ 安定操業・故障防止
⚫ コスト削減効果発現
⚫ 製品、RC適正価格
⚫ R&Dによる技術優位性確立 等

⚫ 事業ポートフォリオ変革に連動した財務戦略

⚫ 在庫（製品、仕掛品、補修部品）の圧縮・適正化
⚫ 債権回収の短期化
⚫ 設備稼働率向上
⚫ 政策保有株式の縮減

⚫ 当社理解促進につながる積極的なIR活動
⚫ カーボンニュートラルの取り組みの推進
⚫ 人財採用、定着、育成
⚫ その他 ESG経営の深化

適正な財務レバレッジ

利益成長期待の上昇

情報開示の充実

サステナビリティ戦略
の強化

ROE

PER

PBR

26.3期 5.0% / 29.3期 7.0%以上

26.3期 0.6倍 / 29.3期 0.7倍以上

26.3期 1.9倍 / 29.3期 1.8倍水準

26.3期 5.8%

29.3期 9%以上

3/31時点 10.9倍

12倍以上へ

3/31時点 0.62倍

早期1倍超

当期純利益率

総資産回転率



新中期経営計画では、前中期経営計画からの継続施策を早期に結実することに
注力するとともに、長期ビジョンの達成に向け新たな事業を始動させることで、

成長のための基盤をより強固で確かなものにしていきます。

本日、お伝えしたいこと（再掲）

引き続き、株主・投資家の皆様との対話を重視し、
当社の現状と成長性を随時お伝えし、皆様とともに企業価値の向上に努めてまいります。

事業別ROICを導入し、事業別に設定したハードルレートを上回る収益性の実現を目指し、
事業ごとに収益性、効率性指標をKPIとして設定することで社内での浸透を図ります。

株主還元については引き続き３カ年平均で総還元性向50%以上を目標とするとともに、
配当の下限を120円に設定しました。

より配当への意識を高め、機動的な自社株買いと組み合わせ還元を実施していきます。



注意事項

39

将来に関する記述等についての注意事項

⚫ 本資料おける将来の計画等は、
当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいて作成したものです。

⚫ 実際の業績等はさまざまなリスク要因や不確実な要素により、異なる可能性があります。



補足資料

05



脱炭素
低炭素社会

循環型社会

生態系配慮

生活環境
スマート社会

各事業のありたい姿
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環境解決
企業

建材

鉱産品新規事業

光電子

新材料

セメント

安定収益確保、海上輸送力の強化、
「脱石炭」先行

低炭素セメント実用化
独自性ポイント

環境解決ポイント

鉱山資源規模拡大と高付加価値化、
環境に配慮した資源確保

緑化による環境配慮鉱山運営

LN材料機能を引き出す設計技術

低消費電力製品提供

ナノ粒子合成・分散技術と微細加工
技術による機能性材料とデバイス

低消費電力半導体製造に貢献

ICTを活用した施工技術、
環境配慮製品

省力化・省人化工法による
環境負荷低減

カーボンビジネス

CO2 、廃棄物資源化

高機能品

SOCN2050



外部環境変化と当社対応
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2035年までに想定される外部環境変化

国内

⚫ 国内セメント市場縮小
⚫ 建設労働人口減少(高齢化/若者減少)
⚫ インフラ老朽化
⚫ 自然災害・気候変動による激甚化

事業環境
変化

⚫ 豪州,フィリピン,中国, 台湾の状況変化
⚫ 経済安全保障リスク(直近における中東情勢)

社会変化

⚫ 脱炭素・循環型社会構築
⚫ 原材料(資源)・修繕価格および金利の上昇
⚫ エネルギー価格変動
⚫ 再生可能エネルギー普及

⚫ デジタル機器高度化
⚫ 通信網の大容量化
⚫ 半導体市場の成長(AI)
⚫ 少子化・自動化/無人化
⚫ 働き方・生活スタイル変化
⚫ リスクの多様化 (感染症/情報漏洩/風評 等)

海外

⚫ 防災インフラ需要増
⚫ 省力化シフト

⚫ 工場稼働率減
⚫ 安定操業困難

機会／リスク

⚫ 既存投資国発展
⚫ 混合セメント需要増

⚫ 追加投資
⚫ 石油由来物資の
調達困難/コスト増

⚫ 低炭素製品需要増
⚫ リサイクル機会拡大
⚫ CO2資源化二ーズ

⚫ クリンカ比率減
⚫ 対応コスト増
⚫ 売電事業継続性
⚫ CP負担増

⚫ 変調器/静電チャック
需要拡大

⚫ 働きやすさ改善
⚫ 企業価値向上機会

⚫ 開発競争激化
⚫ 人財確保困難
(後継者不足)

⚫ 企業信用失墜リスク

CP＝カーボンプライシング



事業本部制への移行で事業ポートフォリオ変革を推進

当社は、中長期ビジョン「SOC Vision2035」において掲げる事業ポートフォリオ変革の実現に向け、
組織体制の一層の強化を図るため、以下のとおり組織改正を行いました 。

期待される効果
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セメント事業の全体最適を目指し、
事業の各部門の連携強化により、
収益を安定させる

半導体関連市場をターゲットとし、事業部門、
研究部門、事務部門の連携を強化し、技術革新
により新製品を創出、高機能品事業の拡大推進
を図る

生産技術部

セメント営業管理部

設備部

物流部

光電子事業部

高機能品事務所

新材料事業部

新規技術研究所

高機能品
事務所

高機能品
事業部(改組※)

高機能品
研究所(改組)

エンジニアリング部
(新設)

※光電子事業部および新材料事業部を統合

これまで

2026年
4月以降

セメント
事業本部

高機能品
事業本部

セメント
統括部(新設)

生産技術部

設備部

セメント
営業部(改組)

物流部
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Toward2035Toward2028

成長分野の拡大 既存事業の収益安定化 新規事業の始動

収益基盤拡大 収益改善・構造転換

⚫ セメント /固化材数量確保

⚫ 川下での増販のためアライアンス強化

⚫ 混合セメント生産拡大

⚫ 脱石炭 /リサイクル投資効果発現

⚫ コストアップを勘案した
適切なセメント/固化材
価格政策

⚫ 国内セメント最適生産/販売/
輸送体制

⚫ 海外事業拡大（豪州生コン・
フィリピン出資）

⚫ 有価金属回収事業

⚫ 事業領域の拡大 
(アライアンス強化による垂直・水平統合)

⚫ 海外事業拡大
(フィリピン セメント一貫工場)

基
本
戦
略

⚫ 秋芳 砕砂生産 ⚫ 秋芳2バース化 安定出荷確立 ⚫ 剝土強化/ 資源確保

ESG経営の深化 DX推進・生産性向上 人的資本への投資 資本コスト経営推進

研究開発・知的財産

⚫ 道路 /上下水道 /鉄道関係
の補修事業拡大

⚫ 顧客ニーズに応じた用途拡大 ⚫ 環境配慮補修製品の展開

⚫ 半導体製造装置分野での
水平展開

⚫ 静電チャック販売の維持拡大

⚫ 光電子機器事業の製造受託拡大

⚫ LN事業再構築

⚫ ナノ材料事業収益改善

⚫ 半導体製造装置用製品分野において
新製品による更なる事業拡大推進

⚫ 不動産賃貸モデル転換
⚫ カーボンビジネス

(人工石灰石関連事業拡販)

⚫ 製造設備の整備

⚫ 鉱区開発

セメント

鉱産品

建材

高機能品

その他

26-28中計戦略骨子：基本戦略と各事業ロードマップ施策



事業環境：国内需要は減少するものの・単価は大幅上昇
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国内セメント販売価格の推移（2020年3月～26年3月）セメント国内需要の推移
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出所：一般財団法人セメント協会

1990年代をピークに国内需要は減少傾向にあるが、寡占化により市場は成熟。
足元の販売価格は2020年3月から、1.6倍超に増加。

出所：建設物価調査会「建設物価」
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八戸セメント㈱  
エネルギー代替率：19％ 

(28年度計画)

赤穂工場  
エネルギー代替率：65％

 (28年度計画)

高知工場 
エネルギー代替率： 28％ 

  (28年度計画)

岐阜工場  
エネルギー代替率：90％ 

(28年度計画)
栃木工場
エネルギー代替率：77％ 

(28年度計画)

販売戦略

◼ 日本全国をカバーする販売体制：セメント/固化材 数量確保
◼ コストアップを勘案した適切なセメント/固化材 価格政策
◼ 川下での増販のためアライアンス強化(販売店 / ユーザー)

ならびに新規ユーザー開拓

生産/輸送戦略

◼ 国内セメント最適生産/販売/輸送体制 (船団, SSおよび供給拠点整備)

◼ 混合セメント生産拡大
◼ 脱石炭 /リサイクル投資効果発現

熱エネルギー代替率 42％→47％ (SOCN目標 2030年度 50％)

和歌山高炉セメント
(混合セメント製造拠点)

苫小牧SS

仙台港SS

芝浦SS

名古屋港SS

なにわSS

丸亀SS

広島SS

七尾港SS

伊万里SS

支店/営業所

主要SS(サービスステーション)

市川リサイクルセンター

2026-28年度の戦略骨子(セメント国内事業)

2025年度 → 28年度



◼ フィリピン
ダバオターミナル稼働
セメント一貫工場建設具体化

2026-28年度の戦略骨子(セメント海外事業)
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高知工場・赤穂工場

フィリピン

香港

シンガポール

韓国

海外投資

雲南省

ターミナル事業
シドニー地域

生コン事業への出資

セメント輸出の拡大

フィリピン
出資先 Philcement Corporation
バターン州マリベレス  ターミナル

オーストラリア
出資先 Falcon CP (NSW) Pty LTD
シドニー近郊 ターミナル

海外投資

◼ オーストラリアおよびフィリピンの出資先への安定輸出に
より双方の利益に貢献

◼ 混合セメント輸出拡大

◼ オーストラリア
ターミナル事業拡大
シドニー地域の生コン工場に出資推進

新規事業の始動

中国

オーストラリア

セメント
一貫工場建設



人財戦略
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3つの柱

2028年度目標

6.0%以上

人的資本投資額

女性管理職比率

3つの柱を軸とした人財戦略を推進することで社員一人ひとりの成長と挑戦を促し、
エンゲージメントと生産性の向上を通じて企業価値向上を目指します。

人財戦略における主要指標

2028年度 ＋11%
（2025年度比）

（2025年度 3.7％）

⚫ 社員エンゲージメントの向上

2028年目標指数 ※

70.0以上/100
(2024年 64.7)

⚫ 生産性の向上

一人当たりの付加価値の向上

新人事制度

の導入と定着

人財基本方針

の浸透

人財確保

と育成 ※エンゲージメントサーベイの回答者平均スコア。
各設問に対する7段階回答の平均値を基に、
100点満点に換算して算出。

(住友大阪セメント単体)



E 環境 SOC Vision2035 達成に向けた強固な事業基盤へ
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TNFD(自然関連財務情報開示タスクフォース)に

基づく分析・評価と戦略への落とし込み
自然資本に係る依存・影響評価
実施

2026年～28年度の重点的取り組み

制度・風土改革を含む構造的対応

※カーボンニュートラル(CN)ビジョン。Version.2を5月末頃公表予定。

気候変動

(カーボンニュートラル)対応

生物多様性の保全

大気/土壌汚染・水質汚濁の防止

廃棄物最終処分・プラ排出削減

⚫ “SOCN2050”※ に基づく多様な排出削減施策の実行

⚫ 排出量取引制度(GX-ETS)・JIS改定等の諸制度対応

⚫ 遊休鉱山の緑化・植林化、海洋製品事業の拡大

⚫ 排出基準・法令遵守、水資源の適正利用

⚫ 測定と各種指標に基づく取り組み

1

2

3

4

1



S 社会 SOC Vision2035 達成に向けた強固な事業基盤へ

50
事業継続に向けた基盤整備：災害への備え（BCP）

地域社会との共生

 新人事制度の更なる拡充

(人財育成、キャリア支援等)

多様な部門横断プロジェクトの実施

2026年～28年度の重点的取り組み

制度・風土改革を含む構造的対応

安全衛生、健康経営の推進

人権尊重、多様性を重視した

働き方促進

従業員エンゲージメント向上           

(定点観測と改善)

⚫ 安全・安心な従業環境の確保と生産性の向上へ

⚫ 多様性と公正な働き方を通じた人財の確保・定着

⚫ 社員のモチベーション向上

1

2

3

1

２
◼ 地域社会における認知度・ブランドイメージ向上

◼ 社内風土改革(チェンジ&チャレンジ・ワイガヤの

促進等、自立型社員の拡大)
3



G ガバナンス SOC Vision2035 達成に向けた強固な事業基盤へ
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◼ 長期的な企業価値向上に資するガバナンスと

事業体制構築

◼ 社員の経営参画意識の醸成

経営環境の変化を踏まえたガバナンス
体制の検討

社員株式保有の拡充

(DXツール等を活用した)専門人財育成

2026年～28年度の重点的取り組み

制度・風土改革を含む構造的対応

コンプライアンス・

リスクマネジメントの体制の強化

取締役会の実効性向上

役員報酬制度の見直し

⚫ 不正防止とグループ全体のリスク管理の高度化

⚫ 課題の抽出と改善と透明性・客観性の高い意思決定

⚫ 報酬の妥当性・透明性の確保

1

2

3

1

2

３



DX戦略
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データとデジタルの活用により、持続的成長と社会価値創出を実現する経営変革

※住友大阪セメント DX戦略をホームページにて別途公表。

DX戦略を将来にわたる成長と事業継続を支える「経営変革」と位置づけ、
データとデジタル技術を活用することで、業務および企業文化の変革を実現します。

存在感のある会社目指す姿

コスト削減と利便性を
両立した全体最適の実現

1. 全社システムの見直し

最新技術を活用し仕事のやり方を
ゼロベースで見直す

2. 業務の高度化・効率化

「チェンジ＆チャレンジ」
を可能とする人財の創出

3. DX人財の育成

DX推進を支える情報セキュリティ

4. セキュリティ対策の高度化

DX方針



企業価値向上につながる広報活動を推進

53

各メディアや広告を活用し、事業活動を通じた当社の社会的役割についても広く発信していきます。

YOUTUBEにて
工場紹介動画公開中

環境リサイクル特設サイト
さすてなセメント

生物多様性への取り組み
海洋製品事業紹介
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